
【赤字削減・解消計画の策定状況】

①平成28年度決算の赤字に基づく計画

合計 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

32市町村 169.5億円 141.1億円 60.5億円 20.4億円 11.2億円 12.8億円 17.3億円 18.9億円

②平成29年度決算の赤字に基づく計画

合計 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

2市町村 0.9億円 0.9億円 0.1億円 0.2億円 0.1億円 0.2億円 0.1億円 0.2億円

③平成30年度決算の赤字に基づく計画

合計 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

4市町村 4.5億円 4.5億円 0.9億円 0.8億円 0.9億円 0.7億円 0.8億円 0.4億円

【参考】　①＋②＋③の合計

38市町村 174.9億円 146.5億円
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○国保運営方針（８ページ）

「市町村は、６年以内（令和５年度まで）での赤字削減・解消計画を作成し、赤字の削減・解消を図る。（ただし６年間での解消が困難な場合は、市町村

の実態を踏まえた設定とする。）」と規定。

資料１－２

○令和２年３月末までに、全ての対象市町村が数値目標等を定めた計画書を県へ提出した。

○県は、市町村の計画をとりまとめた都道府県赤字削減・解消計画書を策定し、令和２年４月に国へ提出した。



【今後の予定】

○計画を策定した市町村は、計画期間内の各年度における赤字削減の実施状況及び実施予定について、８月中に県へ報告する。県は、市町村の報告

書をとりまとめた上で、９月中に国へ報告する。

○計画の基本方針を変更する場合、計画の実現が困難と見込まれる場合、前倒しで計画の実現が見込まれる場合等においては、県と協議した上で、変

更計画書を提出する。


